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問合先 総務課
235-3133高山市の人事行政のあらまし

　「高山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の給与や勤務条件などについて公表します。

 １.職員の任免および職員数に関する状況
①職員数の状況

 2. 職員の競争試験および選考の状況
①採用試験の実施状況　（平成19年度）

（平成20年4月1日現在）

※職員数は一般職に属する職員数であり、休職者、育児休業者、派遣
　職員などを含みます。
②職員の採用状況　（平成20年4月1日付採用）

③職員の初任給の状況　（平成20年4月1日現在）

④経験年数・学歴別給料月額モデルケース　（平成20年4月1日現在）

⑤一般行政職の級別職員数と構成比 （平成20年4月1日現在）

⑥職員手当の状況　（平成20年4月1日現在）

②職員の平均給料月額および平均年齢  （平成20年4月1日現在）

③職員の退職状況   （平成19年度）

②昇任試験の状況  （平成19年度）

④年齢別職員構成の状況　（平成20年4月1日現在）

※人件費には特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

※採用後良好に勤務し、試験による昇任がない場合

※消防職、技能労務職などは含まれていません。

区　　分 一般行政職 合　　計
試験採用 3 3

区　　分 一般行政職 技能労務職 消防職 合　　計
定年退職 2 9 11
勧奨退職 26 1 2 29
普通退職 3 1 4
その他 1 1
合　　計 32 11 2 45

性 別 24以下 25～ 29 30～ 34 35～ 39 40～ 44 45～ 49 50～ 54 55以上 合　計
男 8 73 148 133 105 101 119 59 746
女 6 27 51 40 38 43 46 17 268
合　計 14 100 199 173 143 144 165 76 1,014
（17年度）（44）（195）（206）（166）（146）（165）（209）（119）（1,250）

試験区分 申込者数 受験者数（A） 採用者数（B） 競争率（A/B）
事務Ａ（大学卒） 74 66 2 33.0倍
事務Ｂ（高校卒） 39 38 1 38.0倍
事務Ｃ（障がい者） 3 3 0 －

計 116 107 3 35.7倍

区　　分 有資格者数 受験者数（A）合格者数（B） 競争率（A/B）

一般行政職
管理職 61 41 8 5.1倍
５級 180 105 15 7.0倍

消　防　職
管理職 4 4 1 4.0倍
５級 17 13 3 4.3倍

技能労務職
５級 7 4 2 2.0倍
４級 30 16 3 5.3倍

計 299 183 32 5.7倍

区分 歳出額（A） 人件費（B） 人件費率（B/A） （参考）18年度人件費率
平成19年度 47,054,606千円 8,213,126千円 17.5% 20.7%

区　分 平均給料月額 平均年齢
一般行政職 323,300 円 41歳 4月
消防職 281,265 円 37歳 6月
技能労務職 293,412 円 46歳 1月

区　　分
初　任　給

高　山　市 岐　阜　県 国

一般行政職
大学卒 172,200円 178,800円 172,200円
高校卒 140,100円 144,500円 140,100円

技能労務職 中学卒 129,200円 133,100円 －

区　　分
経　験　年　数

10年 15年 20年

一般行政職
大学卒 243,400円 293,800円 335,400円
高校卒 198,200円 243,400円 293,800円

技能労務職 中学卒 183,000円 222,900円 251,800円

区　分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級
合計

標準的な職務の内容内容 主事補 主事 主任 主査 主幹 課長など 部長など
職員数（人） 65 74 92 186 67 56 21 561
構成比（％） 11.6 13.2 16.4 33.2 11.9 10.0 3.7 100.0
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部　　門

課の統合に伴う管
理職の減員
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ごみ資源化業務   
などの委託、有線
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 3. 職員の給与の状況
①人件費の状況（普通会計決算見込） 

平成19年度支給割合
・一般職員　　　（期　末）　　　 　（勤　勉）
　　6月期　　　1.40月分　　　　　0.725月分
    12月期　　　1.60月分　　　　　0.775月分（基本）
　　　計　　　  3.00月分　　　　　1.500月分
・管理職職員　　（期　末）　　　 　（勤　勉）
　　6月期　　　1.20月分　　　　　0.925月分（基本）
　 12月期　　　1.40月分　　　　　0.975月分（基本）
　　　計　　　　2.60月分　　　　　1.900月分
　※勤務評定による成績に応じ、勤勉手当を加算・減算
・職制上の段階、職務の級などによる加算措置　　役職加算　5～ 20％

　　　　　　　   （自己都合）　　 （勧奨・定年）
　勤続25年　　 33．50月分 　　41．34月分
　最高限度額　　59．28月分 　　59．28月分
・その他加算措置  
　定年前早期退職特例措置（5～ 200％加算）
※勧奨退職特例措置
　定員適正化を進め職員数の削減を図るために実施
　 平成22年3月31日までに30歳以上の職員が勧奨を受けて退職した場   
合は、早期退職にかかる加算率を上乗せなどの措置を実施

・月額23,000円以下の家賃を負担している職員
　　⇒　家賃の月額から12,000円を控除した額
・月額23,000円を超える家賃を負担している職員
　　⇒　家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1を
　　　　11,000円に加算した額（上限月額27,000円まで）

・ 自動車など使用者⇒2km以上（片道）の使用者に対して距離に応じ月額  
2,000円から月額24,500円まで
・ 高速道路など利用者⇒高速料金の1/2相当額に応じ月額20,000円まで
・ 交通機関など利用者⇒運賃相当額に応じ月額55,000円まで

・配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　 月額　13,000円
・その他の扶養親族（１人につき）　　　　　　    月額　　6,500円
・年度内に満16歳から満22歳に到達する子（１人につき）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　        月額　　5,000円を加算

区　分 内　　容

期末手当
勤勉手当

退職手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

（人）

（人）

（人）

（人）

（人・％）


